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小規模保育事業実施の現状に関する基礎的研究
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本研究は、深刻な待機児童問題解消の受け皿として、ますます重要な役割を担いつつ

ある小規模保育施設のおり方を考察し、今後の小規模保育事業における施設計画の指針

を得る事を最終目的とした一連の研究の第１段階である。本報では､施設調査に先立ち、

全国の小規模保育事業を実施している自治体を対象としたアンケート調査を行い、各自

治体の事業内容と設備や運営に関する施設認定基準の内容、施設の認可状況等、事業の

概要について現状把握を試みた。結果、全国における小規模保育事業の認可基準や諸室

基準等の現状を把握することができた。開始年齢や保育時間など、運営に関する基準は

各自治体で基準が設定されていることがわかった。また、建築・設備基準も自治体ごと

に異なり、義務化していない自治体や、義務化まではしておらず指導に留まる自治体が

多く見られ、小規模保育施設の保育における質が問題となっている状況下で、施設の建

築内容において自治体間で大きな差が見られることは、保育の質の低下を助長する危険

があると考えた。

１。はじめに

待機児童の問題が深刻化している中、その受け皿としての小規模保育施設事業の役割

が年々大きくなってきている。小規模保育とは、O～3 歳末満児を対象とし、保育者の居

宅やその他の場所、施設などにおいて、受託児童定員数を6 ～19 人とした、少人数で行

われる保育のことで、保育者の居宅のみならず、空き家やビルの既存建物を改修するな

ど、地域に合わせて柔軟に対応できるメリットかおることから、多くの都市部で開設さ

れている。　しかしながら、小規模保育施設を建築計画の面から調査した研究は未だ散見

される程度で、小規模保育事業における保育施設環境については十分に議論されていな

いと言える。また、小規模保育事業の認可に関わる設備及び運営に関する基準には、国

の示す基準に対して従うべき基準と参酌すべき基準かおり、参酌すべき基準に関しては、

自治体がそれぞれの地域の実情に応じて独自にその基準を決定する事になっている。そ

こで本研究では、全国の自治体に対して、小規模保育施設事業における運営基準と設置

基準及び現況に関するアンケート調査を実施し、全国の自治体における小規模保育事業

の取り組みの実態と運営基準についてその現状を明らかにすることを目的とする。

２。研究方法

調査概要を表１に示す。調査対象は厚生労働省が発表している小規模保育事業を行う

全国の自治体286 自治体を対象とした。主な調査項目は、小規模保育事業の実施状況な

＊　居住空間デザイン学科

** 居住空間デザイン学科

准教授

研究員

79



どその概要および実施施設の運営

基準と認可基準についてである。調

査期間は2018 年９月上旬から同年

12 月中旬までとし、各自治体の担

当部署宛てに調査票を郵送で配

布・回収した。回収数は244 件であ

ったが、そのうち10 件は末導入と

の回答を得た為、本研究の分析対象

となる有効回答数は234 件で、有効

回答回収率は84. 7%となった。都道

府県別の分析対象自治体は表２に

示す通りである。

表 １　調査 概要

訓査 全 国 自 治 体 にお ける 小 規 模 保 育 の 内 容 と 認 可

状況 な どの現 状把 握

調 査項 目 1） 小規 模保 育 事業 の概 要

2） 実施 施設 の認可 基 準

３）Ａ・Ｂ型 施設 にお け る運 営基 準 と施 設基 準

4）C 型 施 設 にお ける 運営 基 準と 施設 基 準

5） 今後 の 吋ヽ 規 模 保 育に つい て

訓 査対 象 小 規模 保 育事 業を 行っ てい る 全国 の 自治 体286

自 治 体*(2017 年 ９月 １日現 在)

＊ 数 値 は2016 年 と2017 年 に 厚 生 労働 省が 発 表

した 自治 体件 数で あ る。

訓 査期 間 2018 年 ９ 月 上旬 か ら|司年12 月 中 旬ま で

訓 査方 法 各 自 治 体 の 担当 部署 宛 て に 調 査 票 を 郵 送 に て

配布 ・回 収す る。

回 収集 計 回 収数:244  (未 導 人 数:10) 、 有 効回 答 数:234 、

有 効回 答 回収 率:84.  7%

表 ２ 都 道 府県 別分 析対 象 自治 体数(ｎ＝234)

北海 道　 ６ 茨城 県　10 神 奈川 県　１２ 愛 知県　１１ 兵庫県　10 広 島県 ４ 佐 賀県 １ 鹿児島県　　２

岩手 県　 ５ 栃 木県　 ３ 新 潟県　　１ 三 重県　 ２ 奈良県　 ３ 山口県 ４ 長崎 県 ２ 沖縄 県　10

宮 城 県　１１ 埼 玉県　15 長 野県　　１ 滋 賀県　 ７和歌山県　　１ 香 川県 ２ 熊 本県 ３

人 分県 ２

宮 崎県 １

山形 県　 ４ 千葉 県　16 岐 阜県　　４ 京 都府　 ４ 鳥取県　 ４ 愛 媛県 １

福 島県　 ７ 東京 都　29 静 岡県　 １３ 人 阪府　18 岡 山県　 ２ 福 岡県 ３

３。小規模保育事業の取り組み実態

（1）事業の実施状況

①導入時期

事業の導入時期を図 １に示す。 2015

年に「子ども・子育て支援新制度」で市

町村による認可事業として、児童福祉法

に位置づけた上で、給付の対象とし、小

規模保育事業が取り入れられた。この年

に小規模保育事業を実施した自治体が

本分析対象自治体の57.  3%を占めてい

ることが分かった。

2015年

2016年

2017年
㎜1

2018年6.8%(16)

2019年

0.0 10.0

図１　事業の導入時期

57.3%(134)
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②実施型別事業の組み合わせ

小規模保育事業は職員の資格や職員数により、Ａ型(保育所分園型)、Ｂ型(中間型)、Ｃ

型(家庭的保育に近い類型)の３つに分けられる。実施型別認可事業の組み合わせ別自治

体数を表３に示す。本分析対象自治体では、｢A 型のみ｣ を実施している自治体が57. 7%

で最も多く、次いで、｢A型＋B型｣ を同時に実施している自治体が全体の29. 1% と多く見

られた。

表３　実施型別認可事業の組合せ別自治体数(ｎ＝234)
犬 Ａ型 の み 八十Ｂ型 八十Ｂ十Ｃ型 Ｂ型 のみ 八十Ｃ型 Ｃ型 の み

Ａ型 ○ ○ ○ － ○ －

Ｂ型 － ○ ○ ○ － －

Ｃ型 － － ○ － ○ ○

合計
135

(57. 7%)

68

(29.  1%)

17

(7. 3%)

10

(4. 3%)

3

(1. 3%)

1

(0.4%)
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(2)運営システム

①対象児童の年齢

対象児童の開始年齢を図２に示す。

募集要項に開始年齢を規定していない

自治体が35.  0%と最も多く、保護者の

希望や事業者の判断で決められている

と考えられる。
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②平日の保育時間　　　　　　　　　　　　　　　　　 図 ２　対象児童の開始

平日の保育時間を表４に示す。まず、平日の保育時間に関して規定があると回答した

自治体は全体の75.  2% で、大半の自治体は保育時間を規定していると言える。また、規

定のある自治体の中でも時刻を含む時間帯規定をしてい る自治体は60.8%( 全 体の

45.5 ％)で、開所時間の長 さだけを規定している自治体は39.  2%  (全体の29. 5%)であった。

保育時間の規定は自治体間で大きく異なっていることがわかった。

表４　平日の保育時間(n=234)
T寺問帯 規定匹 １６：００ １６：１５ １６：３０ １７：００ １８：００ １８：１５ １８：３０ １９：００ １９：１５ １９：３０ ２０：００ な し 計

規

定
あ

り

時

間
帯

規
定

あ
り

T寺問 規
定な し

７：００ 3（1.3） 5 (2. 1) 1 (0. 4) 9 （3.8 ）
７：３０ 4 (1. 7) 2 (0.9) 6 （2.6 ）

12 時 間
以 卜

７：００ 4 (1. 7) 4 (1.7)
７：１５ 1 (0.4) 1 (0.4)

１凵T寺問
以 卜

７：００ 12 (5. 1) 7（3.0 ） 14 (6. 0) 3（1.3） 1 (0.4) 37（15.8 ）
７：１５ 6 （2.6 ） 1 (0. 4) 7 （3.0 ）
７：３０ 10 (4.3) 2 (0.9) 1 (0. 4) 1（0.4 ） 14 (6.0)
８：３０ 2 (0. 9) 2 (0.9)

１０時 間
以 卜

８：００ 1 (0. 4)
1 (0.4)

8.5　時
間以 卜

７：３０ 1 (0.4) 1 (0.4)

８ 時 間
以 卜

７：００ 5 (2. 2) 2 (0.9) 5 (2. 2) 12 (5.  1)
７：１５ 1 (0.4) 1 (0.4)
７：３０ 7 (3. 0) 1 (0. 4) 1 (0. 4) 9 (3.  8)
８：００ 1 (0. 4) 1 (0.4)
８：１５ 1 (0. 4) 1 (0.4)

９：００ 1 (0.4) 1 (0.4)
訐 1 (0. 4) 1 (0. 4) 2 (0.9) 1 (0.4) 21 (8.9) 7 (3.0) 32(13.7) 33(14. 1) 1 (0.4) 6 (2. 5) 1 (0.4) 1 (0. 4) 107  (45. 5)

時 間帯 規定
な し

１凵T寺間以 卜こ 4 3(18.4)
９時 間以 卜 25 (10. 7)
８時 間以 卜 1 (0.4)
計 69 (29.5)

小計 176  (75.2)
規 疋なし 58 (24. 8)

谷欄 の数 字 は－同列数 Ｏ 　内は ２３４囗 冶１Ｋ数 に 対す る 白分 率

③一時預かり事業(余裕活用型)の実施

一時預かり事業(余裕活用型)の

実施状況を図３に示す。一時預か

り事業の実施を｢ 認めている｣ と

回答した自治体は39.9 ％で、｢認め

ていない｣ と回答した自治体は、

48. 5% であった。また、｢規定なし｣

全国

n  =234

O ％

図 ３　一時預かり事業(余裕活用型)の実施

（10.3 ％ ）や 「検 討 中 」（0.9 ％ ）と 回 答 し た 自 治 体 も 見 ら れ た。

④連携施設の確保状況

連携施設の確保状況を図４に示す。

連携施設の確保状況は「全ての事業

者が確保している」と回答した自治

全国

n=234

O%

８ １

20%

図４　連携施設の確保状況

100 ％

100%



体が61. 5% であった。次いで、「一部の事業者は確保している」が29. 1% で、「全く確保

されていない」と回答した自治体は8. 1% であった。全ての施設で連携施設が確保できて

いない状況にある自治体が４割近く見られ、保育内容の支援や児童が３歳になった時の

受入れ先の確保ができていない現状が見られる。

⑤連携施設の確保担当者

連携施設の確保担当者を図５に示す。「事業者が独自に行っている」と回答した自治体

が53. 4% で最も多かった。「自治体

が調整している」が16. 7% 、「事業

者が独自に行う場合と自治体が調

整する場合かおる」と回答した自治

体は29.9 ％であった。連携施設の

確保は事業者が独自に行っている

場合が半数であることが明らかに

なった。

⑥連携施設の確保促進支援

連携施設の確保促進支援につい

て図６に示す｡ 連携施設の確保のた

めに運営費 の加算や説明会の実施

など独自の促進支援を「行っている」

と回答した自治体は35.  5% 、「今後

行 う予定である」と回答した自治体

が7.3 ％であった。一方「行ってい

ない」と回答した自治体が57.  3%

と全体の半数以上見られた。

全国

n=234

全国

n=234

・・・・・・･事･業者が独･自仁･・・・・・・
‥‥‥‥‥‥‥‥41っ･ている‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥S3.4％(125)‥‥‥‥‥‥‥‥

自治体が

調整している

16.7%(39)

事業者が行う場合

と

自治体が調整する

場合29.9%(70)

O％

O ％

20 ％

図

20 ％

５　連携施設の確保担当者

今後行う予定

40 ％ 60％ 80 ％

図 ６　連 携施 設 の確 保促 進支 援

100 ％

100%

４。諸室基準

（1）保育室

①設置階

保育室の設置階を図７に示す。「安全・避難・防災等に必要な設備を備えれば、保育室

を階数にかかわらず何階でも設置可能」と回答した自治体がＡ・Ｂ型では77. 7% 、C型で

は81.0 ％と約８割を占め、「2 階に

設置可能」がＡ・Ｂ型では6.0 ％、C

型では14. 3% であった。一方で「必

ず冂皆に設置」がA･B 型では0.4 ％、

C型では14. 3% となり、保育室の設

置階については、階数の制限が規定

されていない自治体が大半である

ことが分かった。

Ａ･Ｂ型

n=233

Ｃ型

n=21

匹 二聨 匯叫 その他0.4

.･ 特 にな い. ・

.･1 ら,ぢ%(36廴・
何階でも設置可能77.7%(181)

/ ………

14.3KC3) 81 0%(17)　　　　　　　　　　l

O% 20%

図 ７　保育室の設置階

80%

1 ）

100%
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100 ％

②面積の基準

保育室面積の基準を図８に示す。 Ａ・Ｂ型では「O・1 歳児は１人につき3.3 甫以上、２

歳児は１人につき1. 98甫以上を有すること」が91. 4% で最も多く、Ｃ型では全ての自治

体において「児童１人につき3.3 甫以上を有すること」との回答を得られ、いずれの型

においても、９割以上が国基準での

規定に基づいていることが明らか

になった。　また「O 歳児は１人につ

き5.0 甫以上、１歳児は１人につき

3.3 甫以上､２歳児は１人につき1. 98

㎡以上を有すること」と回答した自

治体は３件であり、全て東京都であ

った。

Ａ一日型

n=233

Ｃ型

n=21

O% 20%

図８　保育室面積の基準

80% 100%

③面積算定にあだっての注意事項

保育室面積の算定にあだっての注意事項を図９に示す。「固定家具を除いた有効面積」

と回答した自治体は、Ａ・Ｂ型では

39.9 ％、C 型では61.9 ％であり、設

置家具が占める面積によって、保育

室面積にばらつきかおることが分

かった。　なお Ａ・Ｂ型のほうがＣ型

よりも「内法面積」と回答した自治

体が多く、定員が増えることにより、

その他3.9%(9)

Ａ･Ｂ型

n=233

Ｃ型

n=21

.・.・固定家具部分面積除く･､.・.･･
‥‥‥‥内法一面積J9.9%(9J)‥‥‥‥

固定家具部分
除く20.654(48) 内法面積35.6%(83)

‾`…………　 ｌ　　　 ｊ

● ● ● ● ● ● ● ● ● 6 1 . 9 %

（ 1 3 ）

● ● ● ● ● ● ● ● ● 14.3KC13) 19.0JK4)
|4.8%|

(1)

O%図 ９ 保育室面積算定にあたっての注意事項

面 積確 保 の難 し さが表 れてい ると 考え られ る。

④O 歳児（ほふく室）と1 歳児以上の区

画

Ｏ歳児の保育室と１歳以上の保育室

区画を図10 に示す。 Ａ・Ｂ・Ｃ型全て

におい て「可動壁で区画」もしくは

「家具等で区画」と回答した自治体は

合わせて約 ３割であり、一方で「特

になし」が Ａ・Ｂ型では64.8 ％、C 型

Ａ･Ｂ型

n=233

Ｃ型

n=21

100%

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1寺1.こない‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥64:8%(.15.1)‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

家具等で区
画15.9%(37)

｜　　　 ……t'-'゙/

‥‥‥‥‥‥‥‥Q,4%(･1わ‥‥‥‥‥‥‥‥
14.3JK3) 14.3%(3) 19､O%(4)

｜　　　　　　 ｜

O%

図 １０ Ｏ歳児の保育室と１歳以上児の保育室区画

では52. 4% であった。年齢による生活リズムや活動内容の違いにより、区画が必要とな

る場合を想定された規定の有無は、約半数ずつの自治体に分かれる結果となった。

（2）静養室（隔離室）と事務室の設置

静養室の設置義務を図11 、事務室

の設置義務を図12 に示す。静養室に

ついて「義務あり」と回答した自治体

が Ａ・Ｂ型では15.  5%、C 型では9.  5%

であった。また事務室について「義

Ａ一日型

n=233

Ｃ型

n=21

O%
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務あり」と回答した自治体がＡ・Ｂ

型では9.  0%、C 型では9.  5%であっ

たことから、多 くの自治 体におい

て、突発的に発生した病児の隔離

等が想定された規定は、いまだ設

けられていないことが分かった。

Ａ一日型

n=233

Ｃ型

n=21

５。実施施設の認可基準

(1)建物にかかわる規定と提出物の義務

①平面図提出とその時期

平面図の提出規定を図13､ 提出

時期を図14 に示す。認可にあた

り施 設の 平面図を提出する必要

が「特にない」と回答した自治体

が Ａ・Ｂ型では17.  2%、C 型では

14. 3%であり、一部の自治体では、

認可に際して平面図が確認されて

いないことが分かった。　また提出

時期については､いずれの型も「認

可申請時のみ」が６割以上で、平

面図を一度しか確認していないこ

とが分かった。

②建築確認申請証の提出

建築確認申請証の提出を図15 に

示す。「義務あり」と回答した自治

体がＡ・Ｂ型では78.  5% 、C 型では

71. 4% であった。「その他」と回答

したＡ・Ｂ型の２件は、100  m 未満

で提出不要のヶ－ スであった。

③新耐震基準の証明

新耐震基準の証明を図16 に示す。

「義務あり」と回答した自治体が

A･B 型では61.8 ％､C 型では61.9 ％

であり、全体の約６割において、新

耐震基準証明の提出を義務として

いた。

Ａ･Ｂ型

n=233

Ｃ型

n=21

Ａ･Ｂ型

n=233

Ｃ型

n=21
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義務あL

9.0XC21
義務なし89.7%(209)

9烈2 ） 90.5%(19)
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80% 100%

その他1.3%(3)

‥‥‥‥‥‥‥‥‥言忍可･申請畤･の･み‥‥‥‥‥‥‥‥‥

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥67.11臓158)‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
認可申請時と開設

前の両方30.9%(72)

｜　　　　　 ｜　　　　　 ｜ ………　　　 ｜　　　　　 ｀･

● ● ● ● ● ● ● ● ● 6 ● 1 . 9 %

（ 1 3 ）

● ● ● ● ● ● ● ● ●

38.1%(8)

｜　　　　　　 ｜　　　　　　 ｜　　　　　　 ｜

O% 20%

図

40%　　　　60%

14　 平 面 図 の 提 出 時 期

80% 100%

｜　　　　　　　　　　　　
｜　　　　　　｜　　　　　　｜　　　

その他1酉3 ）

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥義務あ.り‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥7自.･5M18j)‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 義務なし20.2%(47

｜　　 ……… ｜　　　　 ヽ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥71.4%(15y‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 28.6JK6)

｜　　　　　　 ｜

O%

Ａ･ Ｂ型

n=233

Ｃ型

n=21

O%

20%

図 １５ 建築確認申請証の提出

図16　 新耐震基準の証明

80%

80%

100%

100%



（2）施設認可のプロセス

①認可時の審査および評価者

認可時の審査および評価者を図17 に示す。「保育課職員（自治体における小規模保育認

可にかかわる担当課の職員）」が

95. 3% と最も多 かっ た。 次い で

「外部保育専門家」が16.  7% 、「蜜

議会」が11.  5% であり、保育施設

を担当する「施設課職員」は5.6 ％

であった。認可時は自治体の職員

に加え、外部有識者を交えた蜜議

会等により審査および評価が行

われていることが分かった。

が7.3 ％と少なく、保育課職員が

主 体とな り整備状況を確認して

いることが分かった。なお①認可

時と比較すると「審議会」が1.3 ％

に、「外部保育専門家」が4.3 ％に

減少しており、開設前の確認にお

いては主に自治体職員のみで行

われていることが分かった。

最も多くを占めていた。ただし

認可時、開設前と比べ「施設課

職員」「外部建築専門家」が大き

く減少しており、開設後の状況

では保育運営面が重視され、施

設整備面については指導監査の

保育課職員

保育課職員

保育課職員
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外部保育専門家16.7%

施設課職員5.6%

外部建築専門家0.4%

保健所職員|  0.9%

他課職員|  0.9%

県職員|  1.3%

審議会11.5%

財務有職者 ■  3.8%

弁護±0.4%

図 １７　 認 可 時 の 審 査 お よ び 評 価 者

95.3%

②開設前における保育整備状況の確認者

開設前の保育整備状況確認者を図18 に示す｡「保育課職員」と回答した自治体が97.9 ％

で最も多く、次いで「施設課職員」

外部保育専門家 ■  4.3%

施設課職員7.3%

外部建築専門家|  0.9%

他課職員|  0.9%

県職員|  1.3%

審議会|  1.3%

行っていない0.4%

図 １８　 開 設 前 の 保 育 整 備 状 況 確 認 者

97.9%

③開設後における指導監査の訪問者

開設後の指導監査訪問者を図19 に示す。①認可時、②開設前と同様に、「保育課職員」

と回答した自治体が96.  6% で

外部保育専門家|  0.9%

施設課職員|  0.9%

外部建築専門家　0.0%

他課職員（会計) |  1.3%

他課職員（栄養) 0.4%

県職員|  1.3%

対 象 か ら 離 れ る 傾 向 に あ る と 考　 外部指導監査機関1 2.6%

え ら れ る 。　　　　　　　　　　　　　　 財務有識者| 0.9%

行っていない0.4%

図 １９　開設 後 の指 導監 査訪 問 者

96.6%



④周辺住民への説明義務

周辺住民への説明義務を図20 に示す。開設前の説明を「義務あり」と回答した自治体

が49.6 ％、「義務なし」が49.6 ％で同

率であった。ただし「義務なし」との

回答の中には「義務とはしていないが

説明を推奨している」や「近隣への周

知・配慮」等が含まれており、義務化

はせず、説明を推奨するに留まる自治

体が多かった。

全国

n=234

O%

図20　 周辺住民への説明義務

100 ％

５。まとめ

本研究では、全国の自治体における小規模保育事業の認可状況や認可基準、さらに施

設運営及び諸室基準の現状に関する基礎的知見を得ることができた。以下に詳細を示す。

（1）小規模保育事業において、実施型別にみると保育所分園型であるＡ型のみを実施し

ている自治体が最も多く、全体の半数以上に見られた。また他の事業型と組み合わ

せているものを含めると､A型を実施している自治体は全体の９割以上に見られた。

（2）連携保育施設の確保状況をみると、全体の４割程度の自治体において、連携施設を

確保できていない施設を認可している現状が明らかになった。

（3）運営規定は、自治体ごとに大きく異なっており、特に開始年齢や保育時間の規定に

各自治体で基準が設定されていた。

（4）保育室の設置階は、階数の制限が規定されていない自治体が約８割と大半であった。

保育室面積については９割以上が国基準での規定に基づいていた。

（5）静養室等の隔離室については、８割以上の自治体で規定が設けられておらず、病児

等の隔離に対応できるような設置基準を持だない自治体が多く見られた。

（6）施設認可のプロセスにおいては認可時、開設前、開設後の全てにおいて、自治体の

保育課職員が主として担当しており、特に開設後については、施設系および建築系

分野の関りが少ない傾向にあることが分かった。
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